
業庫第６７号（例） 
２０１８年６月１８日 

 
歳 入 代 理 店 
歳 入 復 代 理 店 
 
 

日 本 銀 行 業 務 局 
 
 

「日本銀行歳入代理店等事務取扱手続」の一部改正に関する件 
 
 日本銀行では、歳入代理店および歳入復代理店の事務負担軽減を図る観点か

ら、交通反則金受入事務を見直すこととしました。これに伴い、標記規程   

（２０１８年３月１９日付業庫第３３号別紙１）の一部を別紙のとおり改正し、

２０１８年７月２日から実施することとしましたので通知します。 
 
 本件改正の内容について敷衍しますと、現在、交通反則金については、警察

庁の要請を踏まえ、国庫金の中で唯一、納付期限を過ぎたものは一切受入れな

いこととしておりますが、今後は、納付期限経過後の納付の場合には関係官庁

から連絡があり得ることを納付者にお示しいただいたうえで（方法は問いませ

ん）、納付期限にかかわらず受入れて構わないこととしました。 
 
 本件に関して、ご不明な点等ございましたら、遠慮なく下記照会先までご連

絡ください。 
 
 
 
 
 
 
 

以  上 

御 中 

【本件に関する照会先】 

日本銀行業務局総務課 国庫業務企画グループ 

 TEL：03-3279-1111（代表）  中村（内線 6094）、荒川（内線 3337） 
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別紙 
 

「日本銀行歳入代理店等事務取扱手続」中一部改正 
 
 

〇 Ⅱ．１．（１）ロ．を次のとおり改める（全面改正）。 
 

ロ．受入れできる書類 

    歳入代理店等の窓口において受入れできる書類は、次表のとおり。 

   ＜受入れできる書類（注）＞         （ ）内は参考書式の番号 

 
書  類  の  名  称 

歳 入 金 国 税 収 納 金 整 理 資 金 

通 
常 
分 

納入告知書 (l) 納税告知書 (5) 

納 付 書 (2)、(9) 納 付 書 (6)、(9) 

現金払込書 (3) 納入告知書 (7) 

送 付 書 (4) 国税収納金整理 
資金現金払込書 

(8) 

日 
銀 
Ｏ 
Ｃ 
Ｒ 
分 

納入告知書・ 
納 付 書 

(10) 納税告知書 (13) 

納入告知書 (11) 

納 付 書 (12) 納 付 書 (14) 

   （注）「要特定店納付」の表示があり、納付場所欄に自店名の記載がない

ものは受入れできない。 

 

 

〇 Ⅱ．１．（２）イ．（イ）ａ．を横線のとおり改める。 

 

   ａ．受入れできるものであること。具体的な確認事項は、次のとおり（注

１）（注２）。 

    （ａ） 

    （ｂ） 

    （ｃ）交通反則金（内閣府主管一般会計歳入金のうち納付書上部に○交
の表示があるもの）の場合には、納付期限を経過していないこと。 

略（不変） 
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    （ｃｄ）略（不変） 

（注１）交通反則金（内閣府主管一般会計歳入金のうち納付書

上部に○交 の表示があるもの）については、警察庁の要請を

踏まえ、納付期限経過後の納付の場合には関係官庁から連

絡があり得ることを納付者に示したうえで（口頭での説明、

ポスターやステッカーの掲示、プレートの設置等、方法は

問わない）、納付期限にかかわらず受入れて構わない。 

（注２）交通反則金のほかは、期限を経過していても受入れて

よい。もっとも、国民年金保険料の場合の使用期限につい

ては、歳入代理店等としての確認義務はない。なおが、納

付者とのトラブルを未然に防止する観点からは、使用期限

を経過している場合には、納付者に対し、年金事務所への

連絡を促す対応が考えられるを採ることが望ましい（参考）。 

 

 

〇 付録Ⅰ 記載例２中、＜交通反則金にかかる受入書類の例＞および＜国民年

金保険料にかかる受入書類の例＞を次のとおり改める（全面改正）。  
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一 般 会 計 内閣府主管 
（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

 

 
 

 

金  額 

 

 

     
  

  

一 般 会 計 内閣府主管 
（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

     
  

  

 

 
 

 

   

 

   納付書・領収証書

納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　） 納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　）

納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日 納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

基 礎 年 金 番 号 基 礎 年 金 番 号

円 ⑥

住所 住所

納  付  書  発  行  年  月  日 納　期　限

年　　　月　　　日

住所

あて先

氏名 氏名

納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店

   又は日本年金機構の年金事務所 納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、

　 歳入代理店又は日本年金機構の

注意　延滞金は、督促を受けた場合に限り督促状に記載されている    年金事務所

   ところによって納付してください。

（　　　） （　　　）取扱庁名

上記の合計額を領収しました。 上記の合計額を領収しました。

納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分

（厚生労働省年金局送付分）

③ ④

内閣府及び

厚生労働省所管
年度

殿

上記の合計額を領収しました。

翌年度5月1日以降現年度歳入組入

国民年金勘定

業 務 勘 定

領 収 控

年度
内閣府及び

厚生労働省所管

納    付    期    間

（　　　　　　　）

国 民 年 金 保 険 料

納　　付　　目　　的

～

年金特別会計（　　　）

事務所

コード

① ②

取扱庁名

届  書

コード

   収納

   区分

取扱庁番号

領 収 済 通 知 書

年金特別会計年度     内閣府及び厚生労働省所管

年　　　月分

  並びに所属庁名及び所在地

制度

  歳入徴収官、歳入徴収官代理官職氏名

保険料

延滞金

合計額

円

円

円

年金特別会計（　　　）

年度
内閣府及び

厚生労働省所管

年金特別会計（　　　）
殿 殿

取扱庁名

国 民 年 金 国民年金 国民年金

（領 収 日 付 印）

（納付者渡し）（収納機関用）

（領 収 日 付 印）

国民年金勘定

業 務 勘 定

保険料 円

延滞金 円

合計額 円

上記のとおり納付してください。

氏名

           ⑤  

翌年度5月1日以降現年度歳入組入翌年度5月1日以降現年度歳入組入

年　　　月分

年　　　月　　　日

業　  務   　勘  　定

延  　　 滞　   　金 合　　　計　　　額
収　　納　　年　　月　　日

（領 収 日 付 印）

（
こ
の
通
知
書
は
、
機
械
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、
汚
し
た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。
）

（
切
り
取
ら
な
い
で
く
だ
さ
い
。
）

こ
の
通
知
は
納
付
書
で
す
が
、
機
械
処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、
領

収
控
、
納
付
書
・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て
あ
り
ま
す
。
納
付
の
際
は
切

り
離
さ
ず
に
納
付
場
所
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

（
切
り
取
ら
な
い
で
く
だ
さ
い
。
）

国 庫 金 国 庫 金 国 庫 金

 

 

受入れ

できる

書類で

あるこ

と（（留

意 事

項）１．

へ）。 

領収金額（合

計額）に訂

正、改ざんが

ないこと（金

額が「0」の

ものは受入

れない。）。 

受入書類、領

収金額の確

認後、各片に

領収印を押

す（（留意事

項）４．へ）。 

 

  

＜交通反則金にかかる受入書類の例＞ 

＜国民年金保険料にかかる受入書類の例＞ 

各 片 の

記 載 事

項 が 一

致 し て

い る こ

と。 

 

一 般 会 計 内閣府主管 
（番 号） 

（取扱庁名（番 号）） 

     
  

  

     
  

  

１ 金額欄の数字の訂正はできま

せん。 
２ この納付書は３枚１組となっ

ていますから３枚とも納付場所

に提出して下さい。 

   

 

 

 

 

 

 

3 0 . 9 . 1 0  

日銀歳 

入代理 ○ 
○ 支 

店 

○ 
○ 
 

銀 
行 

3 0 . 9 . 1 0  

日銀歳 

入代理 ○ 
○ 支 

店 

○ 
○ 銀 

行 
3 0 . 9 . 1 0  

日銀歳 

入代理 ○ 
○ 支 

店 

○ 
○ 銀 

行 

30 .9 .1 0  
日銀歳 

入代理 ○ 
○ 支 

店 

○ 
○ 銀 

 
 

 

 

 

「納付場所」欄に

「歳入代理店」の記

載があること。ただ

し、この欄がなくて

も受入れできるも

のがあるので注意

する（（留意事項）

２．へ）。 

「納付者の

住所・氏名」、

「会計等」、

「取扱庁」の

記載もれが

な い こ と

（（ 留 意 事

項）３．へ）。 
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